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「生活困窮者自立支援制度」をテーマにした
唯一の法令・通知集

生活困窮者自立支援制度
関係法令通知集

編集：第一法規株式会社　B5判・980頁　定価：本体5,800円+税

■生活困窮者自立支援制度関係事務に欠かせ
ない法令、通知、質疑応答集、各事業の手
引き、事務マニュアル等の資料を網羅

■労働行政、住宅、教育、社会保険など他制度
との連携通知も充実

■平成28年4月改訂の「生活困窮者自立支援
制度に係る自治体事務マニュアル」も収録

●法令から事務マニュアルまで、実務に必要な資料が１冊に集約。
●日常の事務手続き、関係部署との調整、研修会など
　あらゆる場面で確認・活用できます。
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取 扱 い

生活困窮通知28（055574）2016.8 SE

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!

C
第一法規 検　索

レジ トカ ド もお支払 ただけます

詳 細・お申し 込 みはコチラ

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送り
ください。

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
しました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　 フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。
＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
ご利用いただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

お客様の個人情報の
取扱いについて

平成　　　　年　　　　月　　　　日

書　　　　名 価格 部数

生活保護のてびき　平成28年度版

生活困窮者自立支援制度関係法令通知集　平成28年版 定価6,264円（本体5,800円）

定価 389円（本体 360円）

［055574］

［055848］

部

部

申　込　書　〈第一法規刊〉

生活保護制度の「今」が理解できる、民生委員・児童委員は必携のハンディな一冊

生活保護のてびき　平成28年度版
生活保護制度研究会　編集　　A5判・80頁　定価：本体360円+税

第１章　基本法
◉生活困窮者自立支援法
○生活困窮者自立支援法の公布について
◉生活困窮者自立支援法施行令
◉生活困窮者自立支援法施行規則
◉生活困窮者自立支援法施行令第１条第１項第１号の規定に基づき厚生労働
大臣が定める基準
○生活困窮者自立支援法等の施行について

第２章　関連通知
【実施要綱・マニュアル等】
○生活困窮者自立相談支援事業等の実施について
　別紙　生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱
○生活困窮者自立支援法に基づく認定就労訓練事業の実施に関するガイドラ
インについて
○生活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアルの策定について
　参考　自治体事務マニュアルの改訂のポイント（特に住居確保給付金）
○生活困窮者自立支援制度に関する手引き策定について
　別添１　自立相談支援事業の手引き
　別添２　就労準備支援事業の手引き
　別添３　一時生活支援事業の手引き
　別添４　家計相談支援事業の手引き
○認定就労訓練事業を行う事業者に関する税制上の措置及び随意契約の取り
扱いについて
○ＰＤＣＡサイクルの実施に際して国が設定する平成28年度の目安値および
支援状況調査における調査項目の追加について
○生活困窮者自立支援制度の新たな評価指標の運用について
【負担金・補助金】
○生活保護費等の国庫負担について
　別紙　生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等国庫負担金、介護扶助費等国
庫負担金及び生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金交付要綱
○平成28年度生活困窮者就労準備支援事業等の国庫補助について
　別紙　平成28年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱
【他制度との連携等】
○生活困窮者自立支援制度と関係制度等との連携について
　別添１　生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の連携について
　別添２　生活困窮者自立支援制度とひとり親家庭等福祉対策及び児童福祉

施策との連携について
　別添３　生活困窮者自立支援制度と障害保健福祉施策との連携について
　別添４　生活困窮者自立支援制度と介護保険制度との連携について
　別添５　生活困窮者自立支援制度と労働基準行政との連携について
　別添６　年金制度との連携及び国民年金保険料免除制度の周知について
　別添７　生活困窮者自立支援制度と教育施策との連携について

　別添８　矯正施設出所者の生活困窮者自立支援法に基づく事業の利用等に
ついて

　別添９　生活困窮者自立支援法の施行に伴う農林水産分野との連携につい
て

　別添10　生活困窮者自立支援法に基づく住居確保給付金の適正な支給及び
生活困窮者自立支援制度からの暴力団員等と関係を有する事業者
の排除について

　別添11　生活困窮者自立支援法の施行に伴う多重債務者対策担当分野との
連携について

　別添12　生活困窮者自立支援制度と子ども・若者育成支援施策との連携に
ついて

　別添13　生活困窮者自立支援制度と居住支援協議会の連携について
　別添14　生活困窮者自立支援制度と地域福祉施策との連携について
○生活困窮者自立支援制度と寄り添い型相談支援事業との連携の推進につい
て
○平成27年度地域若者サポートステーション事業と生活困窮者自立支援制度
との関係について
○生活困窮者自立支援法の施行に当たっての自治体と公共職業安定所との連
携について
　別添　生活困窮者等の就労支援に当たっての地方公共団体とハローワーク

等との連携強化について
　（参考）生活保護受給者等就労自立促進事業の実施について
   （別添）生活保護受給者等就労自立促進事業実施要領
○生活困窮者自立支援制度における各種支援他制度の活用について
○自立相談支援窓口とひとり親支援窓口の連携の取り組みについて
○公共職業安定所から福祉事務所等への生活困窮者の的確な誘導等について
○生活困窮者自立支援制度と国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度との
連携について
○生活困窮者自立支援制度とひきこもり地域支援センター等との連携につい
て
○生活困窮者自立支援制度と自殺対策施策との連携について
【その他の関係通知】
○生活保護受給者等就労自立促進事業協議会の設置について
○学習支援におけるボランティアの参加促進について

第３章　質疑応答集
○新たな生活困窮者自立支援制度に関する質疑応答集（平成27年3月19日）

関連資料
○社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告書
（平成25年1月25日）

（平成28年7月内容現在）
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